
第１８回「第６次出入国管理政策懇談会」 議事録 

 

開催日時：平成２７年１０月１９日（月） 

午後３時００分から５時００分まで 

於：最高検察庁２０階大会議室 

 

［出席委員］ 

木村座長，多賀谷座長代理，ロバーツ委員，水野委員， 

早川委員，吉川委員，吉村委員，野口委員，新谷委員，岩村経団連経済政策本部長（根本

委員代理） 

 

［入国管理局側出席者］ 

井上入国管理局長，佐々木官房審議官，石岡総務課長，丸山入国在留課長， 

後閑警備課長，石崎出入国管理情報官，小新井参事官，藤田難民認定室長 

 

 

 

１ 開 会 

○木村座長 多賀谷座長代理，御出席の御予定ですが，まだお見えになっておりません。

しかしながら時間でございますので始めさせていただければと思います。よろしゅうご

ざいますか。 

  それでは，ただいまから第６次出入国管理政策懇談会の最終回となりますが，第１８

回会合を始めさせていただきます。 

  直近と言えないのですけれども，一番最後，今回の前の会合が実に昨年の１２月１２

日でありまして，１０か月が経っております。そんなに経ったということは私自身は認

識しておりませんが，今朝，手帳を見て，１２月１２日であることを確認してまいりま

した。 

  委員の皆様方におかれましては，お忙しい中，お運びいただきまして，ありがとうご

ざいました。本日，経団連の根本委員は御欠席でございますが，根本委員の御意見を預

かってこられるという形で，経団連の経済政策本部長である岩村様に御出席をいただい

ておりますので，よろしくお願いいたします。 

  まず初めに，前回の懇談会以降，入国管理局におきまして，幹部職員の異動がござい

ましたので，事務局から紹介していただきたいと思います。根岸室長，よろしくお願い

いたします。 

○根岸企画室長 それでは，入国管理局におきまして，本年４月１日付けで異動がござい

ましたので御紹介させていただきます。まず，佐々木官房審議官です。 

○佐々木官房審議官 御無沙汰をいたしました。またよろしくお願いします。 

○根岸企画室長 次に石岡総務課長です。 

○石岡総務課長 石岡です。 



○根岸企画室長 次に丸山入国在留課長です。 

○丸山入国在留課長 丸山です。 

○根岸企画室長 後閑警備課長です。 

○後閑警備課長 後閑でございます。よろしくお願いいたします。 

○根岸企画室長 最後に藤田難民認定室長です。 

○藤田難民認定室長 藤田でございます。よろしくお願いします。 

○木村座長 よろしくお願いいたします。ありがとうございました。 

  それでは，議事に先立ちまして，本日の議題を簡単に御紹介申し上げます。 

  一つ目は本懇談会の報告書を参考にして，先月１５日に策定されました「第５次出入

国管理基本計画について」であります。事務局から説明がございます。 

  続いて，二つ目が「難民認定制度の見直しについて」でありますが，これも事務局か

ら御説明をいただきます。これは基本計画に記載された難民認定制度の見直しの方向性

を踏まえ，具体的に施策を示したものであります。基本計画の付属文書というわけでは

ございませんが，内容は密接に関連しているという関係で，事務局から説明をしていた

だきます。 

  三つ目が「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律案につ

いて」，四つ目が「出入国管理及び難民認定法改正案について」でありますが，これも

事務局から御説明を頂きますが，これら２法案は残念ながら，先の第１８９回通常国会

に提出されましたが，２法案とも成立には至らず，継続審議ということになりました。

残念でありますけれども，それの経過等について事務局から御説明いただきました後，

御意見を頂きたいと思います。以上４点が本日，準備をいたしました議題でございます。 

 

２ 第５次出入国管理基本計画について 

  それでは，一つ目の議題でございます「第５次出入国管理基本計画について」，根岸

室長から説明をお願いいたします。 

○根岸企画室長 では，事務局の方から第５次出入国管理基本計画の概要について御説明

させていただきます。 

  資料の中に，「第５次出入国管理基本計画について」という表紙が付きました横向き

の資料が２枚，全部で表紙を含め３枚のもの，その後ろに，第５次出入国管理基本計画

と少し厚めの本文があると思います。この二つを参照いただきながら，お聞きいただけ

ればと思います。 

  まず概要紙の表紙をめくっていただきまして１枚目に「第５次出入国管理基本計画（概

要）」というふうにしてございます。まず，この出入国管理基本計画ですけれども，こ

れはもう懇談会の委員の方にはあえて御説明するまでもないことかもしれませんが，入

管法の規定に基づきまして，法務大臣が出入国管理行政の施策の基本となる計画につい

て定めるというものでございます。 

  法令上は特に何年おきに作りましょうというような規定はございませんけれども，こ

れまで概ね５年ごとに作ってきておりまして，大体，作る際には今後５年程度を想定し

て作っていますということを明示してきております。前回，第４次の計画から５年を迎



えましたので，今回，懇談会から頂いた報告書を踏まえまして，第５次の計画を策定し

たものでございます。関連の規定は下の方に書いております。 

  その紙の下の方に「第５次計画の基本方針」というのが書いてございます。これは本

文の中に記載があるものですけれども，我が国経済社会に活力をもたらす外国人を積極

的に受け入れるということ，それから少子高齢化などの進展を踏まえまして，今後の外

国人の受入れについて政府全体で検討していくということ。それからこの懇談会でも深

い議論がございましたけれども，新たな技能実習制度を構築するということ。そして外

国人との共生社会の実現に貢献していくこと。さらに観光立国の実現に寄与するために

出入国審査手続を迅速かつ円滑に実施していく。これと併せて，安全・安心な社会の実

現も重要ですので，厳格な審査，それから不法滞在者への対策も強化していくというこ

と。そして，これもこの懇談会でいろいろ議論を頂いたところですが，難民の適正かつ

迅速な庇護の推進を図っていくというようなことを大きな方針として掲げております。 

  次のページに全体の概要を記載しております。全体の構成だけここでお話をしておき

ますけれども，まず１番で外国人の受入れの関係，これは今でも入国を認めている人た

ちを中心としたものです。そして２のところでは今後の外国人の受入れについての議論。

そして３番目に技能実習制度の見直しの関係，４番目に外国人との共生社会というよう

なことで，政策的に今後，どういう方針でいくかというような方向性を示しております。 

  ５，６のところは，今後の方針の中でも業務運営上の方針というような点を中心に書

いてございます。５は観光立国ということで，円滑な出入国審査。６の（１）が水際対

策というところで，５と６の（１）を併せて，円滑に，かつ厳格にやっていかなければ

いけないということが，今後，２０２０年のオリンピック・パラリンピックなどを見据

えますと，入管の大きな使命ということでございます。そして併せて６の（２）では，

不法滞在者，偽装滞在者への対策という既に国内にいる者への対策も併せて記載をして

おります。 

  ７で難民の関係，最後に８として出入国管理体制ですとか国際協力，人身取引などに

ついて記載をしていると，こういう構成になってございます。 

  では，本文を見ながら御紹介をしたいと思います。 

  本文は少し厚いですけれども，２１ページからが今後の方針について記載をしている

部分でございますので，２１ページ以降を御覧ください。その前は統計などの御紹介と

いう形になっております。 

  ２１ページの冒頭で，出入国管理行政の主要な課題と今後の方針ということで若干の

前書きをしてございます。 

  その隣の２２ページの方にいきまして，その上の方で先ほど概要紙で御説明をしまし

た今後の基本方針を大きく，まず最初に表明をしております。その中で，２２ページの

真ん中辺りですけれども，こういう６つの基本方針を掲げつつ，全ての取組を通じて外

国人の人権への十分な配慮を行いつつ，必要な施策を展開していくということで，全体

に係るものとして人権の視点が重要であるというようなことを記載しております。 

  この辺の書き方というのは，この懇談会で御議論いただく中で，人権の視点が非常に

重要であると，これは人権が取り上げられている分野ということだけではなくて，あら



ゆる分野について外国人を対象にする以上，非常に重要であるというような御指摘を頂

きまして，懇談会の報告にも同じような入れ方をしていただきましたけれども，それを

少し念頭に置いたといいますか，拝借いたしまして，このような書き方にしてございま

す。 

  個々の論点に入ってまいりますが，２２ページの下の方から１番として，我が国経済

社会に活力をもたらす外国人の円滑な受入れということになっております。最初は課題

等ですので飛ばしまして，次の２３ページからが今後の方針について記載をしていると

ころです。 

  ２３ページの下の方，今後の方針の中で，まず専門的・技術的分野の外国人の受入れ

について記載をしております。専門的・技術的分野については，今までも積極的に受け

入れましょうというような方針でやっているものですけれども，現行の在留資格ですと

か基準に適合しないもの，該当しないものであっても，専門的・技術的分野と評価でき

るものについては幅広い視点で検討して，見直しも検討していきましょうというような

方向性を書いております。 

  それの関連で，この懇談会の報告書でも頂いたところですけれども，２４ページの中

頃には介護の関係を記載しております。この後，法案の説明がありますけれども，先の

通常国会に提出した入管法の改正案の中で，在留資格「介護」を創設するという内容を

盛り込んでおります。 

  これはこの懇談会から頂いた御提言を踏まえたものでございます。その方針をここで

も記載をしておりまして，我が国の大学等を卒業して，介護福祉士の国家資格を取得し

た外国人留学生について，在留資格を拡充し，就労を認めていくというようなことを記

載しております。 

  その後，同じ２４ページの下の方から，高度人材外国人の受入れの推進について記載

をしております。高度人材については，初年度導入した頃には１年間で５００人に満た

ないぐらいの認定数でしたけれども，今や月当たり百数十人ぐらいを認定するぐらいの

ペースになっておりまして，既に３千数百人の認定をしている状況にございます。一度，

認定の要件の見直しなどを行っておりまして，これからは効果的な広報というのが重要

であるというようなことを書いております。まだまだ知られていないというような部分

がございますので，広報に努めてまいりたいと考えております。 

  その後，２５ページの中頃以降で③として，緊急に対応が必要な分野等における外国

人の受入れについて記載をしております。建設ですとか造船ですとか，そういうものを

緊急性ということで特例的な受入れ，時限的な受入れをこの４月から行っております。

それから今，まだ制度設計の最中ですけれども，製造業における海外子会社従業員の受

入れなども昨年の再興戦略で方針が決まっております。 

  そういう中では業所管の省庁というのが一定の関与をする，むしろ中心になって対応

していただいているところがございますので，今後の受入れに当たっても，そういった

点というのは非常に参考になるということで，適正な運用をしていくというのはもちろ

んのこと，これらの運用状況について注視，検討していくことも必要であるということ

を記載してございます。 



  ２６ページの真ん中ぐらいから，イとして留学生の適正な受入れについての記載がご

ざいます。留学生の受入れは非常に大きな意義を持つものでございまして，この懇談会

でも指摘がありましたけれども，我が国を理解してくれる外国人が増えることになりま

すので，相互理解と友好関係の強化が図られる。そして海外進出，企業の海外進出です

とか貿易の促進にもつながって，彼らは高度人材の卵と言うこともできるという中で，

政府全体として留学生３０万人計画というものに取り組んでおりますけれども，留学生

の受入れについては単に受け入れればよい，受け入れる仕組みを作ればよいということ

ではなくて，募集の段階から，あるいは留学中の学習，生活の支援，そして帰国あるい

は就職までということで幅広い対応が必要になります。 

  ２７ページの上の方までですけれども，そこでは入管行政としてですけれども，これ

まで留学生の就職のための期間の在留を認めるなどの措置を行ってきておりますけれど

も，そういうことを継続していくとともに，在籍管理の徹底なども図っていくというよ

うなことを表明してございます。 

  そして大きなところで２７ページの中頃から，少子高齢化の進展を踏まえた外国人の

受入れについての国民的議論の活性化ということで，人口減少の中での今後の外国人の

受入れについての記載でございます。これはこの懇談会でもいろいろな意見を頂きまし

て，ある程度，報告書でも両論併記のような形にしていただいた部分でございます。 

  これについて，方針としては２８ページの上の方から記載しておりますけれども，ま

ず人口減少時代の対応としては出生率の向上，あるいは生産性の向上，女性，高齢者な

どの潜在的な労働力の活用など，そういう施策を実効的，かつ精力的に取り組むことが

必要ということは，ここは異論のないところであろうと思います。その上で，そうした

取組がなされることを前提にして，今後の外国人受入れの在り方について本格的に検討

すべき時が来ているという考えを示しております。 

  今後，ニーズが生じてくる分野が専門的・技術的ということであれば，先ほどの専門

的・技術的のところと同じように必要な検討をしていくということになりますが，専門

的・技術的といえないような分野，評価できないような分野の外国人の受入れについて

は，特にニーズの把握とか受入れが与える経済的効果の検証というのはもちろんですけ

れども，教育，社会保障等の社会的コスト，それから日本人の労働に与える影響もござ

います。そして，受入れによって産業構造の転換が遅れる場合ですとかそういうことも

懸念される場面もございます。そして，受入れに当たって適切な仕組みができるのかど

うかや，治安などの影響もございます。そういった幅広い観点からの検討が必要であっ

て，国民的コンセンサスを踏まえつつ，行わなければならないということを記載してお

ります。 

  これをただ単にそういう問題だと認識しているというだけではなくて，そういった今

後の受入れについては諸外国の制度や状況について把握して，国民的コンセンサスとい

うこともずっと言われておりますけれども，国民の声も積極的に聴取をして，政府全体

で検討していく必要があり，出入国管理行政としてもこの検討に積極的に参画していく

という方向を出しております。 

  したがって，いろいろ書いておりますけれども，ここでどちら側に舵を切るというよ



うなことを書いているわけではないということです。ただし，しっかり検討はしなけれ

ばならないということを表明をしてございます。 

  ２８ページの下からが新たな技能実習制度の構築に向けた取組でございます。この懇

談会でも分科会の方で見直しの方向性をまとめていただきましたし，そしてこの懇談会

本体の報告書にも盛り込んでいただきました。さらにこの懇談会の多くのメンバーの方

に，別の枠組みですけれども，法務省，厚労省の合同の有識者懇談会にも御参加いただ

いて，見直しの方針を示していただきました。今，それに沿った制度の在り方を作って

いるところですけれども，法案の関係について，後ほど，また御説明がありますが，こ

こでは方向性のみを示しているという形になっております。 

  ２９ページの中頃から今後の方針を記載しております。まず技能修得ということが第

１段階ですので，技能実習の修了時などに技能評価試験の受検など，効果測定を行う方

向で見直しを行うということ。それから監理団体による監督体制を適正化するために，

外部役員あるいは外部監査の導入を義務付けるなどの新たな施策を講じるというような

こと。 

  それから行政機関の役割を補完する新たな制度の管理運用機関を創設して，法令上の

根拠を持たせるというようなこと，さらに人権の保護というのが極めて重要ですので，

技能実習生が不適正な行為にあった場合に，ないのが一番よいわけですけれども，仮に

あった場合にはきちんと通報できるような制度を整備する。そして，場合によっては罰

則ということも必要になりますので，新たな罰則規定も設けるというようなことで，人

権侵害行為への対応を強化していくというような適正化の方針を示しております。 

  さらに３０ページの上の方では，送出し機関に対する施策も重要でございますので，

これまで入管法令で禁止しているというだけではなかなか実効性が十分でなかったとい

うような御指摘もございますので，送出し国政府との政府間取り決めなどの作成という

ようなことも含めて，送出し段階からの適正化を目指すという方向性を記載しておりま

す。 

  そしてその後，３０ページのイの制度の拡充に係る見直しのところですけれども，先

ほど申し上げたアの方で書かれております適正化の方策，これを行うということを前提

として，受入れ体制等を考慮して適正な受入れを行っていると認められるような優良な

監理団体，実施機関で実習する実習生に対しては実習期間の延長，あるいは再技能実習

を認める方向で見直しを行う。その後には受入れ人数の区分について，よりきめ細かい

区分に分けて，それに応じた人数枠を設定する。そして優良な受入れ機関に対しては人

数枠の拡大も認めるというような方向で見直しを行うという方針を書いております。 

  さらに対象職種の拡大についてですけれども，開発途上国等への技能移転という国際

貢献を行うという制度の趣旨を十分踏まえた上で，送出し国側のニーズですとか我が国

の産業実態に即した形での対象職種の拡大を行っていくという方向性を書いております。 

  その後，３１ページの４が外国人との共生社会実現への寄与というところでございま

す。３２ページからが今後の方針について記載をしている部分です。 

  まず，アとイと分けておりますけれども，アで記載しておりますのが在留管理制度の

的確な運用とその見直しということで，直接的に共生社会に入管行政が関わる部分につ



いて記載をしております。 

  平成２４年から今の在留管理制度と住民基本台帳制度ができ，外国人も住民基本台帳

に入るという形ができまして，両者の間の情報連携ができるようになりました。その関

係で，在留資格の変更などの入管側の情報というのが法務省から速やかに市区町村に提

供されて，住民票に反映されるというようなことになっております。 

  これは外国人との共生社会の実現にも貢献していくという制度でありますので，これ

を引き続き適正な運用を図っていくとともに，更なる連携の強化に努めていくというよ

うな方向性を書いております。 

  その後，３２ページの下の方，イのところでは，よりもう少し大きい観点の，法務省

だけでは言い切れない部分の外国人との共生社会の実現に向けた取組ということを書い

ております。ここでは受け入れる対象が人であると。人である以上，受入れに係る議論

のみが先行することは望ましくなく，外国人本人，それからその帯同者の日本語教育で

すとか子供の教育，社会保障など，住民としての観点からの検討も行っていかなければ

いけないというようなことを書いております。 

  それについて３３ページの上の方では，地方公共団体を含め，政府全体として総合的

な施策の推進が必要ということを記載しまして，外国人の受入れによって問題が生じて

から何か対処を考えるということではなくて，受け入れる際に外国人と共生する施策と

いうのを併せて講じておかなければいけないというような考え方を示しております。法

務省としても，そうした施策に積極的に取り組んでいくというようなことでございます。 

  ３３ページの中頃以降が観光立国の関係でございます。これまで２０２０年に２，０

００万人というのを目標にしてございましたが，最近の政府決定の文書では２０２０年

の目標という感じの書き方ではなくて，実現可能なものとして，２，０００万人時代の

早期実現を図るというような言い方に変わってきております。かなりのハイペースで，

今，訪日外国人数が伸びている状況にあります。 

  そうした中で，３４ページの（２）が今後の方針となります。最初にアとして，自動

化ゲートの利用拡大について記載をしております。自動化ゲートの利用者は平成２６年

には１６９万人ぐらいにまで増加してきておりますけれども，この円滑な運用に努めて

いくとともに，昨年の入管法改正によって，これまで自動化ゲートの対象は日本人と既

に在留している外国人でしたけれども，新規に入国される外国人のうち，信頼できる渡

航者と認められるような人については，自動化ゲートの対象にできるような法改正がな

されておりますので，この運用開始に向けて取り組んでいくということも書いておりま

す。 

  さらに次の３５ページの方ですけれども，この懇談会でも御議論いただきました日本

人の出帰国審査についての顔認証技術の活用ということについて，昨年，技術的に有識

者の方々から十分可能性があるというような実証実験の評価を頂いておりますけれども，

これについて残る課題を踏まえつつ，諸外国の取組状況も参考にしながら顔認証技術の

導入について速やかに検討を行っていくということで，実際，来年度予算で開発経費を

要求するところまで，今，来ております。 

  そしてクルーズ船審査について３５ページの下の方から書いております。クルーズ船



は１隻で数千人というような規模の方が一度に乗船してこられるということで，特に一

度で迅速な審査，短時間での審査というのが求められる状況にあります。これも昨年の

入管法改正によりまして，船舶観光上陸許可というような制度ができまして，より迅速

な手続で入国を認めることが可能になったということで，こうしたものを活用しながら，

また，さらに公海上で船が航行中にできるだけの手続を済ませてしまうような臨船審査

の在り方についても検討していくというような方針を記載しております。 

  さらにこの懇談会の報告書には盛り込まれなかった部分で，我々の方でまだ検討が進

んでおらず，御説明を差し上げられなかったのですけれども，３６ページの中頃のウの

その他の中の観光立国実現に資する取組の中に，真ん中辺りですけれども，「さらに」

というところで，プレクリアランスの実現に向けてというところを記載をしております。 

  これは外国の空港に日本の入管職員を派遣して，出発の段階で可能な限りのチェック

をしてしまうことによって，国内の空港に着いた時点では本人確認をすれば済むという

ようなことで，到着空港での審査時間というのを大幅に短縮をしようということでござ

います。こういったことも順次検討して，進めてまいりたいと考えております。 

  そして円滑だけでは済みませんので，やはり厳格な対応というのも併せて必要になっ

てまいります。３６ページの下の方からが安全，安心な社会の実現に向けた水際対策と

不法滞在者対策です。今年はシリアにおいて邦人拘束殺害事件なども起きております。

あの後には日本人を標的にするというようなメッセージも発せられたりしてございます。

こういうことも踏まえて，水際対策の重要性というのはより高まっているというような

状況にあります。 

  そうした中で３８ページから今後の方針を記載しております。３８ページの上の方で

は，まず水際対策の中での個人識別情報を活用した上陸審査について書いております。

平成１９年から導入をしております個人識別情報，指紋と顔写真の提供，これを外国人

については原則として入国時に義務付けております。これについて昨年末までで５，２

１９人の上陸を阻止しているという状況にございます。 

  これをより一層活用していくということとともに顔写真，今は指紋の部分が特に中心

になっておりますけれども，顔写真をいかに水際対策のところでより使えるかというよ

うなところも検討してまいりたいというような方向性を書いてございます。 

  さらに②のところですけれども，情報活用が極めて重要になってまいりまして，その

中で，これも昨年の入管法改正でできたものですけれども，ＰＮＲといわれております

乗客の予約の関係の記録，これをとることができるようになっております。今年の１月

から施行されておりますけれども，こういうことによって，今までは乗客の身分事項に

関するようなものについては航空会社から到着前に頂いて，それによっていろいろ準備

をするということが可能になりましたけれども，同行者がどういう人だとか，どこで予

約をしたとかいろいろなものがとれるようになってまいりますので，そういった情報を

活用して，厳格な審査をするとともに，その情報の分析をして今後の審査にも活かして

いくというようなことを書いております。 

  そして次のページ，３９ページですけれども，３９ページの上の方から③ということ

で，船舶等を使った不法入国者への対応の強化についても書いております。空港でのい



ろいろな対応ができるようになってまいりますと，やはり何とか入国を図ろうという者

には，海からということを狙ってくることも懸念をされるところでございます。今，一

部の地方入管の方には入国警備官で組織される機動班なども置いておりますけれども，

こういったものも活用して水際対策を行っていくということでございます。 

  さらに尖閣諸島への不法上陸の防止のために，入国警備官が，今，海上保安庁の巡視

船に常時乗船をしております。こうしたことも，今後とも，関係機関と連携して続けて

いくというような方針を書いております。 

  さらに国内にいる不法滞在者，偽装滞在者への対応ですけれども，不法滞在者数は大

きく減ってきたとはいいましても，いまだ不法残留者の統計で約６万人，これまで減っ

てきたものが今年１月１日現在の統計では若干ですけれども，増加に転じております。

そうした中で，やはり手を緩めることはできないということで，しっかり取り組んでい

くということを書いております。 

  ４０ページの方では偽装滞在者対策，これもこの懇談会で議論がありましたけれども，

不法滞在者が減少する中で，いわば入管をだまして，偽装して正規の在留資格を得ると

いう偽装滞在の問題が大きくなってきておりますので，これは従来の不法残留とか不法

入国とか，そういう違反形態に比べると，調査に手間暇もかかる，さらに様々な情報を

駆使しないと対処ができないということですので，いろいろな情報を使い，また関係機

関とも連携して取り組んでいくというような姿勢を書いております。 

  さらに③では，警察等，捜査機関との連携も極めて重要ですので，これも連携を強化

して協働関係を構築していくという方針でございます。そして④では，こういう不法滞

在者の対策，偽装滞在者の対策というと，やはり何か調査をして発見して捕まえるとい

うところに目が行きがちですけれども，その後の適正な処遇ということ，そして最終的

に帰すべき人はしっかり送還をしなければ意味がありませんので，送還も安全確実に行

っていくというような方針を書いております。 

  平成２２年には法曹関係者ですとか医療関係者などの外部の委員による入国者収容所

等視察委員会というものが設置されておりますけれども，こうした委員会の御提言など

も踏まえつつ，更なる収容者の処遇改善に努めていく。そして，安全確実な送還を実現

するために平成２５年からチャーター機を利用した送還なども行っております。こうし

た取組も進めていき，更なる方策についても検討していくというような方針を書いてお

ります。 

  さらに，４１ページの真ん中ぐらいからのウというところでは，出入国管理に関する

インテリジェンス機能の強化について記載をしております。入管で様々な対策をとると

きには情報が極めて重要であります。したがって情報を収集して，分析をしっかり行う

ことによってインテリジェンス機能を強化して，不法滞在者等の対策，そしてテロリス

ト等のハイリスク者の入国防止に努めていく。そのためにインテリジェンス機能を強化

していくというようなことを書いております。 

  強化と一口にいいましても，情報を収集するというのはもちろんのことなのですけれ

ども，ただ収集すれば良いわけではありませんので，それを活用できる活用能力，分析

能力の優れた職員というのを育成をして，多角的な分析をしていくと。それによって問



題のある者を顕在化させて，厳格に対応するとともに，問題のない人というのもそうす

るとだんだん明らかになってくることになりますので，問題のない，ローリスクである

ということが分かった者については迅速な手続を提供するというような方向で進めてま

いりたいというような方針を書いております。 

  ４２ページは在留特別許可のところでございます。在留特別許可は，本来は不法滞在

などで退去強制の対象になる外国人について，法務大臣が裁量として様々な事情を考慮

して特別に在留を認めるものですけれども，その透明性，予見可能性を確保する観点か

ら許可事例などの公表を行ってきております。 

  さらに透明性，公平性の向上という観点からガイドラインを作成しまして，ホームペ

ージに掲載するなどして明らかにしてきております。今後もこの在留特別許可の適正な

運用に取り組んでいくとともに，必要に応じてこのガイドラインの見直しなども検討し

ていくということにしております。今現在，具体的な見直し方針があるわけではござい

ません。 

  そして４３ページからが難民の適正，かつ迅速な庇護の推進であります。これにつき

ましては，この基本計画を公表した９月１５日と同日に難民認定制度の運用の見直し方

針について，併せて公表をしております。それについてこの後，御説明をいたしますの

で，ここでの説明は簡単にいたしますけれども，４４ページから今後の方針ということ

で書いております。 

  ４４ページの（２）今後の方針のアの最初のパラグラフのところに「これらの取組は，

いずれも真に庇護すべき者を迅速かつ確実に庇護するために行うものである。」という

ことを書いております。ここは極めて重要なところでして，いろいろマスコミ報道など

では，難民の円滑な受入れになるものと厳格な取組みたいなものが二つあって，厳格に

寄り過ぎだとかいろいろ言われたのですけれども，この難民については先ほどの入国審

査などの水際対策と円滑な審査の両立みたいなものとは少し違いまして，これはいずれ

の施策も真に庇護すべき者を迅速，確実に庇護するため，このために考えた見直し策と

いうことでございます。難民に厳格に対応するということはまずないということでござ

います。 

  書いている内容は，もう細かくは後に譲りますけれども，４４ページにまず最初に保

護対象の明確化ということで，新しい形態の迫害についての難民への該当性を解釈する

ことによって，保護を図る仕組みを構築するというようなこと。それから待避機会とし

ての在留許可について，その在留許可を付与すべき対象を明確にするというようなこと

について検討することを書いております。さらに認定判断の明確化の仕組みを構築して

いくとともに，認定，不認定事例，今までも公表しているのですけれども，これを拡充

して制度の透明性の向上を図っていくというようなことを書いております。 

  ４５ページの上の方では体制の整備の関係で，基礎資料の収集，分析体制の充実，強

化ですとかＵＮＨＣＲなどと連携した研修の充実，強化などについて書いた上で，制度

の濫用，誤用に基づいた申請について事前に振り分けをやって，迅速に処理をするとか，

あるいは就労目的の濫用的な申請がございますので，希望があれば一律に就労を許可す

るというような運用を見直しましょうというようなことなどを書いております。 



  ここで，これは基本計画として大きな方針だけを書いておりますので，全てを書きき

れませんし，まだまだこれから検討すべきことがございますので，４５ページの下の方

で，以上のほか，法務大臣の私的懇談会であるこの懇談会及び，その下に設けられた専

門部会から頂いた報告書の提言内容について，これらを踏まえながら体制，制度，運用

の見直しを更に検討を進めていくというようなことを最後，記載をして結んでいる形に

してございます。 

  そして４６ページの上の方で難民の最後ですけれども，第三国定住による難民の受入

れについて，関係機関と連携して円滑な受入れを進めていく旨を書いております。そし

て最後にその他といたしまして，入管体制の整備を進めていくこと，それから国際協力

の更なる推進に努めていくこと，最後のページでは，人身取引被害者に対して人権に十

分配慮して対策を行っていくというような方針を記載しております。 

  少し駆け足になりましたけれども，以上が先月，策定，公表いたしました第５次出入

国管理基本計画の概要でございます。 

  この基本計画の策定に当たりましては，昨年１２月に頂きましたこの懇談会の提言を

十分参考にして，非常に示唆に富む報告書を頂きましたので，そのベースがあって何と

か策定に至ったものでございます。改めまして，委員の皆様には感謝を申し上げます。 

  そしてまた，この後，若干の説明の後にまた御意見を頂きますけれども，この計画の

中でもまだやはり今後の検討と言っている部分がたくさんございます。したがって，今

後に向けて，この辺をこういう方向で検討していくとよいというような御示唆を後で頂

ければ，今後に向けて大変助かると思いますので，よろしくお願いいたします。私の方

からの御説明は以上でございます。 

○木村座長 ありがとうございました。 

  冒頭申し上げるのを忘れてしまいましたが，一応，第５次出入国管理基本計画につい

ては時間を十分とって御説明いただきましたが，難民の方は少し時間が掛かるかもしれ

ませんが，それほど時間が掛からないと思いますので，一応，事務局からの説明を伺っ

てから質疑応答をさせていただければと思います。 

 

３ 難民認定制度の見直しについて 

○木村座長 それでは，引き続きまして，難民認定制度の見直しについて，藤田難民認定

室長，よろしくお願いします。 

○藤田難民認定室長 では，難民認定制度の運用の見直しの概要について御説明をいたし

ます。表紙に書いてございますとおり，真の難民を迅速かつ確実に庇護するために取り

まとめたものでございます。 

  では，１ページ目をおめくりください。ここでは難民認定制度の概要といたしまして，

青枠の中に難民の定義を書いてございます。これは難民条約，難民議定書の規定による

定義でございまして，この定義をそのまま入管法第２条で難民ということで定めてござ

います。そして入管法第６１条の２で難民の認定手続というのが定められております。

「法務大臣は，本邦にある外国人から法務省令で定める手続により申請があったときは」

とございますので，正規在留者，不法滞在者を問わず，本邦にある外国人がこの手続を



することができるというものでございます。 

  下の半分，カラーでチャートになっておりますのが難民認定手続の流れ図になってお

ります。正規滞在又は不法滞在，いずれにとりましても難民認定申請を行うことができ

るわけでございまして，難民該当性の判断を経まして，難民認定，難民不認定と一旦，

ここで結論が出ます。ここまでを一次審査といっておりまして，その後，不認定になっ

た方が異議申立てをされるということで，異議申立手続ということになっております。

でも，この中では難民審査参与員の方に諮問いただいて，法務大臣が最終的に決定する

という仕組みになってございます。 

  ２ページ目，おめくりください。２ページ目では難民認定制度の運用状況の概要とい

うことでございます。まず左上，難民認定申請数の推移でございますが，昨年はちょう

ど，平成２６年は５，０００人の申請がございました。今年ですけれども，２７年の上

半期，６月末現在で３，０２０人ということだったのでございますが，最新の私の手元

の数では，９月末では５，２６３人ということになってございまして，既に昨年の申請

数を上回っている状況ということになっております。 

  次に，このような状況で未処理数がどのように推移しているかというのが右でござい

ます。青の線が難民認定申請の未処理の状況，それから赤の線が異議申立ての未処理の

状況ということで，この二つを合わせまして，既に１万件を超える未処理が発生してい

るという状況でございます。 

  このようなことから，平均処理期間も長期化しております。それがその下の折れ線グ

ラフになります。これで見ますと，平成２７年の上半期の時点で難民認定申請手続で８

か月ちょっと，それから異議申立手続で２９か月ということで，二つ合わせますと３年

ぐらい掛かってしまうという現状でございます。 

  一方で，我が国における難民庇護の状況については左下の表でございます。平成１６

年から２６年までの１０年の状況についてこちらでお示ししております。最新のものは

昨年５，０００件の申請中，条約難民として認定されたものが１１人，括弧の中の５と

いうのはこの内数でございまして，これは異議申立ての段階で理由ありとして難民と認

められたものでございます。 

  それからなかなか報道はされないのですけれども，その他の庇護という欄がございま

す。ここは難民の認定をしない処分をされた者でも諸般の事情で人道的な見地から在留

が認められた者ということで，昨年は１１０名ということになっておりまして，合計１

２１名の方を庇護したという現状でございます。 

  それでは，次のページをおめくりください。３ページ目では難民認定制度の運用状況

といたしまして問題点を二つ挙げてございます。一つ目は難民認定数が少ないという内

外の批判ということで，既にいろいろな報道がなされているわけでございますが，５，

０００人の申請があったにもかかわらず，条約難民と認定されたのが１１名のみである

ということで，厳しいのではないかという御批判。 

  それから（２）では難民認定制度の濫用や誤用事例が急増しているということで，昨

年，不認定になった者が２，９０６名ございましたが，このうちの約３０％は難民条約

上の迫害理由に明らかに該当しない内容となっているわけでございます。例として三つ



挙げておりますが，借金とか遺産相続等の財産上のトラブルを申し立てる者が１６％，

帰国後の生活苦や本邦での稼働を希望するといった個人的な事情のみを申し立てる者が

７％，また，地域住民等との間に生じたトラブルといったことで，これが５％というこ

とになっております。 

  また，平成２５年に異議申立てにおいて，理由なしという決定を受けた後，かつ人道

配慮もされなかった者で，その８割以上の者が再申請を行っているということでござい

ますので，こういった再申請の方も含めて，どんどん申請が増えているという状況でご

ざいます。 

  このような結果，審査期間が長期化しておりまして，真に庇護を必要とする難民を迅

速に庇護することに支障が生じているという問題点がございます。 

  そこで４ページ目にまいります。４ページ目では見直しの経緯ということで，これが

正しく昨年１２月にこの懇談会から法務大臣に提出がなされました難民認定制度の見直

しの方向性に関する検討結果というものが取りまとめられたわけでございます。その報

告における提言の要旨は大きく四つに分かれております。 

  アといたしまして，保護対象の明確化による的確な庇護，いわゆる新しい形態の迫害

への難民条約の的確な解釈による保護を検討するとともに，国際的な動向，国際人権法

規範を踏まえた待避機会としての在留許可を付与するための枠組みを創設する。イとい

たしまして，手続の明確化を通じた適正，迅速な難民認定ということでございます。ま

た，ウとして，認定判断の明確化を通じた透明性の向上ということで，難民該当性に関

する明確化，規範的要素の明確化を追求していくということや，認定，不認定事案の公

表を更に拡充していくといったことや，また，情報の一元的な収集や分析の体制整備と

いうこと。エといたしまして，難民認定実務に携わる者の専門性の向上ということでご

ざいます。 

  これらの提言を踏まえまして，５ページ目以降，私どもがこれからどのような取組を

行っていくかという方向性を取りまとめたものでございます。５ページ目，一番上の黄

色いマーカーがしてあるところですけれども，これらの今後の取組については，目的は

真の難民の迅速，かつ確実な庇護の推進を図るために行うものであるということでござ

います。 

  まず，保護対象，認定判断及び手続の明確化ということで，（１）としまして，保護

対象の明確化による的確な保護でございます。これは新しい形態の迫害の申立てにつき

ましては，私ども内輪でなかなか新しい形態の迫害をどのように解釈したらよいのかと

検討していくのが非常に困難だろうと考えておりまして，ここは難民認定の判断要素に

関しまして，法律や国際情勢に関する学識経験を有されております難民審査参与員の

方々に，法務大臣に提言を頂戴するということで，法務大臣がその後の難民審査の判断

に用いるようにするための仕組みを構築するといったことを検討してまいりたいと考え

ております。 

  イは武力紛争による本国情勢の悪化による危険ということで，現在はシリア紛争が大

変悪化しているわけでございますが，我が国に逃れてきた者等について，我が国での待

避機会として在留許可を付与すべき対象を明確にするということで，現在も，昨年１１



０名の方に人道配慮の見地から許可をしてきたということで，このような方々の，どの

ような事案だったのかということで事案，それから判断のポイントについて公表をして

まいりたいと考えているところでございます。 

  （２）は認定判断及び手続の明確化による透明性の向上ということで，ここでもまた

難民審査参与員の方々に法務大臣に御提言をお願いできないかと考えているのですけれ

ども，明らかに難民認定又は不認定とすべき事案に係る判断要素に関しまして，法務大

臣に御提言頂けるような仕組みを構築していくということをこれから検討してまいりた

いといったものでございます。 

  それから認定，不認定事案の公表を更に拡充していって，判断のポイントについても

公表する。また，保護者を伴わない年少者とか重度の疾病を抱える申請者につきまして，

これも配慮を要することで，迅速に審査も進めていかなければなりませんが，必要に応

じまして，インタビューの立会いを認めることを試行するというものでございます。ま

た，難民認定申請書の見直しを行って，申請者が分かりやすく説明できるようなものに

見直していこうということや，手続案内の充実も図っていきたいと考えております。 

  次のページをおめくりください。次は難民認定行政に係る体制や基盤の強化というこ

とで，まず出身国情報等の分析，共有及び難民認定制度に携わる人材の育成ということ

でございまして，難民の出身国情報の分析や共有をもっと強化していくということでご

ざいます。それからＵＮＨＣＲの協力を得まして，研修を更に充実，また強化していく

といったことでございます。 

  また，難民のインタビューには必ず通訳人を使ってインタビューをしているところで

すけれども，この通訳に対する研修，これまで行っていませんでしたので，この研修を

今後実施して，インタビューの向上，質の向上を図っていきたいと考えているところで

ございます。 

  また，案件処理体制の強化ということで，これは必要な申請者数の推移を見ながら体

制の整備を行っていきたいと考えているものでございます。 

  それでは，次のページをおめくりいただきまして，７といたしまして，難民認定制度

の濫用，誤用的な申請に対する適切な対応でございます。これら３割ぐらい，昨年も不

認定になったもので，濫用や誤用的な申請があったということを踏まえまして，私ども

としては１，２，３の取組を行っていこうということで，現在，取組を始めたところで

ございます。 

  難民認定制度の濫用，誤用的な申請を迅速に処理していくということでございまして，

難民条約上の迫害理由に明らかに該当しない事情を主張する事案や，正当な理由なく前

回と同様の主張を繰り返す再申請，これらにつきまして，本格的な調査に入る前の段階

で振り分けをいたします。受け付けたら，こういった事案の方は早く審査をするという

ことで振り分けを行う。ただし，難民調査官による事情聴取等の省略はいたしませんの

で，手続は保障いたしまして，十分に主張を行う機会，本人の迫害理由をしっかり確認

する機会を設けまして，迅速に処理をしていきたいということでございます。 

  （２）は難民認定申請中の就労許可の在り方。平成２２年３月から，難民申請を行っ

て，６か月を超えますと就労が許可されるという取扱いになっておりますが，これが難



民認定制度の濫用や誤用的な申請を誘発している面があるといったことから，ここの点

を見直すということでございまして，就労しなくても生計維持が可能と判断される者，

及び正当な理由なく，前回と同様の主張を繰り返す再申請者については，申請に対する

判断が示されるまでの間，在留は許可するが，就労は許可しないといったことをやって

いこうと考えております。 

  最後に，特に悪質な濫用事案に対する対応，現行法上，難民認定申請は内容のいかん

を問わず，何度でも行うことができます。その結果，現在，最多で６回目，１１年前か

ら申請を行っている者もいるという状況でございます。難民条約上の迫害理由に明らか

に該当しない事情を繰り返し主張する再申請者や，正当な理由なく前回と同様の主張を

３回以上繰り返す多数回申請者については，難民認定手続は続行するものの，在留を許

可しないといったことでございます。 

  ただし，これらの運用につきましては，入管が恣意的な運用をしているのではないか

という批判を受けるおそれもあるということで，これは外部の専門家にチェックしても

らう仕組みを構築して，やっていきたいと考えているところでございます。 

  以上が難民認定制度の見直しの概要でございます。 

○木村座長 ありがとうございました。それでは先を急ぎます。 

 

４ 外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律案について 

○木村座長 次は外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律案に

ついて，御説明は丸山入国在留課長です。よろしくお願いします。 

○丸山入国在留課長 それでは，技能実習制度の見直しにつきまして，現在提出中の法案

の概要をかいつまんで御説明させていただきます。 

  資料は法務省と厚労省で一緒に作っています法案説明資料でございます。法案の正式

名は「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律案」というこ

とで，長い名称になっております。 

  先ほど，冒頭で継続審議になっているというお話がありましたけれども，本案につき

ましては，今年の３月６日に国会に提出しております。そして９月３日に衆議院本会議

において趣旨説明と質疑が行われております。また，その翌日の４日に衆議院法務委員

会において提案理由説明が行われまして，前国会での審議はそこまでで継続審議という

ことになっております。 

  それでは，資料の表紙をめくっていただきまして，１枚目がざっとしたポイントでご

ざいます。先ほどの基本計画の内容とも重複しておりますけれども，かいつまんで申し

ますと，向かって左側が現行における問題点，向かって右側が見直し後の対応でござい

ます。一つ目としましては，現在，技能実習生の受入れに関して政府間取決めがないと

いうことで，依然として保証金を徴しているような不適正な送出し機関が存在している

という事実がございます。それを解消していくために，送出し国政府と協定を結んで，

不適正な送出し機関を排除していくということが重要であろうということで，今後，順

次，政府間取決めを結んでいきたいと考えています。なお，この部分は法律事項という

よりは，実態として制度の見直しと併せて，こういう取り組みをしていこうというふう



になります。 

  次の問題としましては，監理団体や実習実施機関の義務とか責任が不明確ではないか

ということでございます。これは現在の法令上，特定の外国人に在留資格「技能実習」

での入国，滞在を認めるかどうかという判断の際に，監理団体の要件であるとか，ある

いは実習実施機関の要件を考慮しておりますが，監理団体自体を入管法で取り締まると

いうことになっていないわけでございます。そのため，見直し後におきましては，監理

団体については許可制，実習実施者については届出制，技能実習計画は個々に認定制と

することとしております。 

  また，三つ目の問題点としましては，現在，厚労省からの委託を受けまして，公益財

団法人の国際研修協力機構，いわゆるＪＩＴＣＯの方で巡回指導というのをしておりま

すけれども，それは法的権限がないのではないかというような御批判がございます。こ

れにつきましては，認可法人として新たに外国人技能実習機構を創設し，監理団体に報

告を求めたりとか実地に検査する等の業務を実施することを計画しております。また，

現在の取組として，今までも取り組んできたところでございますが，実習生の保護体制

が不十分ではないかという御批判がございますので，今回の法案の中で通報，申告窓口

の整備であるとか人権侵害行為等に対する罰則等の整備，実習先変更支援の充実などを

図ってまいりたいと思っております。 

  ５番目としましては，業所管省庁等の指導監督や連携体制が不十分ということで，こ

れにつきましては各種業法等に基づく協力要請等を行うであるとか，あるいは関係行政

機関が地域協議会を設置し，指導監督，連携体制の強化をしていきたいと考えておりま

す。 

  これが管理監督体制の強化策のポイントでございます。また，今回の制度見直しに当

たりましては管理監督体制を強化することと併せて，制度の拡充策も幾つか盛り込んで

おります。それが下の方の２番でございますが，優良な監理団体等への実習期間の延長

又は再実習ということで，現在，技能実習は１号と２号を合わせて，トータル３年まで

でございますが，一定要件を満たす方達あるいは団体については，一旦帰国という条件

はありますけれども，最長で５年間までの滞在を認めようというものでございます。 

  また，優良な監理団体等における受入れ人数枠については，現行のものを２倍程度ま

で拡充してはどうかと考えています。また，対象職種の拡大等も送出し国のニーズ等も

踏まえながら行っていきたいということでございます。 

  もう一枚めくっていただきますと，ポイントと重なりはしますが，若干，法案の少し

具体的なことが書いてございます。条文等の番号等も書いてございます。 

  幾つか抜き出して御説明しますと，１の（１）でございますが，技能実習の基本理念

であるとか関係者の責務規定というのを新たに設けております。また（２）で技能実習

生ごとに作成する技能実習計画について認定制とし，認定基準や欠格事由を整備するこ

ととしております。例えば認定基準の中には，技能実習を修了するまでに技能実習生が

修得等をした技能等の評価を技能検定などによって行うことといったことが盛り込まれ

ております。 

  次に少し飛びますと，（４）で監理団体について許可制にしております。この中では



許可の基準や許可の欠格事由のほか，遵守事項，報告徴収，改善命令，許可の取消し等

を規定しておりますが，例えば監理団体の許可の基準の中には，先ほどの基本計画の中

にも入っておりましたが，いわゆる監理団体につきまして，現行の監理団体の中には実

習実施機関の経営者の方たちのみで形成されているようなものもありますので，いわゆ

る外部役員の登用でありますとか，あるいは外部監査の実施といったことを許可の基準

の中で盛り込んでいるところでございます。 

  また，実習生に対する人権侵害行為等についての禁止規定や罰則の整備，実習生への

相談，情報提供等の保護措置も規定しているところでございまして，例えば条文の中で，

禁止規定ということを明確化しておりまして，技能実習の関係者が旅券とか在留カード

を保管してはならない。また，意に反してそういったものを保管した場合には罰則がか

かるというような構成になっておりますし，あるいは技能実習関係者は技能実習生の外

出その他の私生活の自由を不当に制限してはならないという禁止規定を設けまして，そ

のような規定に違反して，例えば技能実習生に対し，解雇，その他の労働関係上の不利

益又は制裁金の徴収，その他の財産上の不利益を示して，技能実習が行われる時間以外

における他の者との通信，若しくは面談又は外出の全部又は一部を禁止する旨を告知し

たものについても罰則がかかるような，現行の仕組みではないような人権保護の規定あ

るいは罰則等を設けているところでございます。 

  （７）でございますが，外国人技能実習機構を認可法人として新設しまして，今後の

技能実習制度の運営に当たり，中核的な機関として位置付けております。同機構では技

能実習計画の認定でありますとか，あるいは監理団体の許可自体は法務大臣，厚労大臣

の権限ではございますが，その前提として調査等を行ってまいりたいと思っております。 

  他方，拡充の関係で法案の中に盛り込まれていますのは，優良な実習実施者，監理団

体に限定して，第３号技能実習生の受入れができるということです。これはいわゆる４

年目と５年目の技能実習の実施を可能とするものですが，これに併せまして，入管法の

方も技能実習法案の附則で改正して，新たに技能実習の，今，１号と２号ですけれども，

技能実習３号という在留資格を設けることとしております。 

  その他，添付している資料ですが，もう一枚めくっていただきますと，技能実習制度

の現行制度，プラス新しい制度の概要でございます。 

  受入れの仕組みとしましては現行どおり，企業単独型，合弁企業とか取引先から受け

入れる企業単独型と団体監理型の２種類が今後とも存在します。また，右側の方の流れ

でございますが，赤字で書いている部分が今後の新しい制度として想定しているもので

ございます。ポイントとしましては技能実習２号から３号に移行する際には，技能検定

でいいますと３級の試験に合格していただく必要がございますし，技能実習３号を修了

する時点でも，少なくとも２級相当の試験を受けていただくということを義務化する予

定でございます。 

  その他は参考資料でございまして，現行の流れでございますとか，あるいは６ページ

目では現在の対象職種でございますとか，７ページ目では技能実習生の数の推移。実は

先般，今年の６月末の数を発表しておりますが，１８万人程度，今，技能実習生がいら

っしゃるということで，今年も増加しているところでございます。 



  簡単ではございますが，技能実習法案の説明は以上でございます。 

○木村座長 ありがとうございました。 

 

５ 出入国管理及び難民認定法改正法案について 

○木村座長 それでは，事務局からの説明は最後になりますが，出入国管理及び難民認定

法改正法案について，小新井参事官，よろしくお願いします。 

○小新井参事官 小新井でございます。入管法の改正案ということで２本提出しているう

ちのもう一本，技能実習ではない方を御説明いたします。表紙に「出入国管理及び難民

認定法の一部を改正する法律案について」と書かれている資料を御覧ください。 

  表紙をめくっていただきますと法律案の概要の資料がございます。青と緑２色になっ

ているものでございます。こちらの資料は法務省のホームページにも掲載しております

公表資料になります。今回の入管法改正案のテーマは左半分，ブルーの部分の介護の関

係，それから右半分の緑の部分の偽装滞在者対策の２点になります。 

  具体的には左側の介護の方は，在留資格「介護」を創設するというもの，右側の偽装

滞在者対策の強化については罰則の整備と在留資格取消制度の拡充を中心とするものに

なります。 

  この２つのテーマにつきまして，それぞれ詳しく御説明いたします。初めに介護に従

事する外国人の受入れについてでございます。 

  この施策は，要するに日本の大学や専門学校などで勉強しまして，介護福祉士の資格

を取得したいわゆる高度な介護従事者につきまして，在留を認めるための新たな在留資

格を設けるというものです。 

  背景として，「「日本再興戦略」改訂２０１４」に加え，こちらの懇談会でも昨年１

２月にお取りまとめいただいた報告書の中で，「これまで外国人の就労が認められなか

った分野についても専門的・技術的分野と評価できる場合には，在留資格や上陸許可基

準の見直し等を進める必要がある」とされた上，「特に，介護分野については」という

ことで，「介護福祉士養成施設を卒業し，介護福祉士の資格を取得した留学生が我が国

の介護施設等に就職して介護福祉士としての業務を行えるよう，在留資格の整備を進め

るべきである」という御提言を報告書内で頂いているところでございます。 

  こうした御提言も踏まえ，「介護」という名称の新しい在留資格を設けるものであり

ます。イメージとしては，まず「留学」の在留資格で入国し，大学や専門学校で勉強し

てもらいます。そして卒業して介護福祉士の資格を取得したら，そこで在留資格を「介

護」という新しい資格に変更することを想定しております。なお，この「介護」という

新しい在留資格は，ほかの専門的・技術的分野の在留資格と同じように更新回数の制限

はありませんし，また，配偶者や子供を「家族滞在」の在留資格で同伴することも可能

です。 

  以上が介護になりまして，次に偽装滞在者対策の強化について御説明いたします。 
 まず，全体としていわゆる偽装滞在の問題につきましては，先ほどの基本計画の中で

も説明がありましたが，この懇談会の報告書の中でも「在留資格取消手続に関する調査

権限の法的整備など，偽装滞在への対策強化の実現が必要不可欠となっている」と述べ



られているように，重要課題の一つであり，その対処方策を今回，この法案で講ずるも

のであります。 

  ちなみに偽装滞在という言葉は，不法残留や密入国のような手続上明らかになってい

る不法滞在者に対する概念として我々が用いている言葉でありまして，偽装滞在者は外

形的には適法な在留者ですが，例えば偽装結婚によって「日本人の配偶者等」の在留資

格を取得している人や，単純労働に従事しているのに通訳の仕事だと偽って「技術・人

文知識・国際業務」の在留資格を取得するなど，不正に在留資格を取得した者を指して

用いております。 

  また，さらにここでは，例えば当初は技能実習生として正規に入国しながら，実習先

から離れて逃亡し，別の土地で単純労働に従事している者のように，最初は適法に入国

したものの，途中から在留資格を濫用して滞在しているような者も含めた広い意味で用

いております。 

  さて，一つ目，罰則の整備についてですけれども，㋐，㋑という二つの罰則が記載し

てありますが，㋐が中心的な罰則となります。偽りその他不正の手段によって上陸許可

あるいは在留資格変更，在留期間更新許可を受けた者に対する罰則を新設するというも

のです。 

  要するに虚偽の申告をするなどして，不正に在留資格や在留期間を得たような場合に

処罰するというものです。現行法上，こうした在留資格の不正取得に対しては，在留資

格取消事由にはなっておりましたが，刑事上の罰則がございませんでした。そこで今回，

不法入国や不法上陸と同等の３年以下という罰則を規定するものです。 

  また，㋑の方は㋐の行為を営利目的で手助けした者に対するいわば幇助犯の加重処罰

的な規定であり，技能実習生の逃亡を手助けするブローカーだとか，あるいは偽装結婚

や虚偽の雇用証明書の発行の手配をする業者などを想定しております。 

  なお，これらの罰則を新設することを受けて，罰則と整合する形で退去強制事由の整

備や，その他在留資格取消事由の整理も併せて行います。 

  次に在留資格取消事由の拡充等でございます。ここの現行法の問題としては，例えば

留学生が留学先を退学しても，あるいは技術者として企業で勤務する者が勤務先を辞め

て別のことをしていても，本来の活動を離れて３か月は在留資格を取り消すことはでき

ません。 

  そのため，現行法では，例えば平成２６年には技能実習生の失踪が年間５，０００人

近くまで増えてきていますが，仮にこうした失踪技能実習生が遠隔地で全く別の仕事に

従事しているのを発見した場合であっても，直ちに在留資格を取り消すことはできませ

ん。３か月の経過が必要となります。 

  そこで，所定の活動を行っておらず，かつ，他の活動を行い又は行おうとして在留し

ている場合には在留資格を取り消せるように新しい取消事由を設けるものです。また，

在留資格取消に係る調査について，現行は入国審査官が主体とされていますが，入国警

備官も行えるように改正しようとするものでございます。 

  以上が法案の中身でして，この入管法改正案につきましても技能実習法案と同じ３月

６日付けで閣議決定して，国会に提出しておりますが，先ほど，入国在留課長から紹介



があったように，技能実習法案のみが９月３日に審議入りして，こちら入管法改正法案

は切り離されて，取り残される形となりました。そして結局，今のところ，通常国会で

は審議入りしないままになっております。いずれの法案も継続審議となっており，でき

るだけ早く成立させたいと考えているところでございます。以上になります。 

○木村座長 ありがとうございました。 

  以上，４つの事項について事務局から説明をしていただきました。時間はまだ４５分

ほど残っておりますので，どの点についてでも結構ですので御意見を頂きたいのですが，

第５次の基本計画について，特に今後，更に検討した方がよいと，検討すべきであると

いう事項がございましたら，御意見を頂きたいと存じます。また，ただいま説明があり

ました難民認定制度の運用の見直し，あるいは法案に関するものを含めて，御自由に御

意見を頂ければと思います。 

○吉川委員 難民の問題なのですけれども，ここにもお書きになっておりますように，日

本は昨年度，５，０００人の難民申請のうちで難民として認定された者は１１人と。あ

と人道配慮で庇護した者が１１０人ですか，合わせて１２１人という数字が出ておりま

すけれども，今，シリア等から非常に多くの難民の，条約上の明確な定義の中に入るの

かどうか分かりませんけれども，難民と称される人たちが多くの国に行っておりまして，

もう十万人，何百万人という単位でそういう人たちが発生していると。こういうような

中で，日本は僅か１２１人しか受け入れていないというのは，文明国，先進国として非

常に恥ずかしいのではないかというふうに私個人は思っております。 

  そういう中でこの難民認定制度の運用の見直しの概要を見て，今，御説明を受けまし

たけれども，これによりますと，偽装難民とかいろいろ制度を濫用するような人たちに

対する取締りの方については，非常にたくさん制度の見直しのアイデアが出て，ここに

記載されておりますけれども，逆に難民認定を広げるような方向での制度というのがほ

とんどないように思うのですけれども，これはどういう理由なのでしょうか。そういう

ことをおやりになる御予定はないのか，また，例えばシリアのようなところから戦争を

逃れて来るような人がいた場合に，日本ではこれは難民ないし人道配慮上，庇護の対象

になるのか，その辺りをどうお考えになっているのか，お聞きしたいと思います。 

○木村座長 いかがでしょうか。 

○藤田難民認定室長 今，御説明したペーパーの５ページ目，保護対象認定判断及び手続

の明確化というところで，私ども，この発表をする前にも結構，朝日新聞等で取り上げ

られたのですけれども，マスコミでは新しい形態の迫害の申立て等についてというとこ

ろが関心を持って報道されておりました。 

  これは現在，難民条約上の５つの迫害理由に当たらないということで判断しているも

のであっても，やはり最近の新しい形態の迫害の各種の申立てというのを，もう少し柔

軟に難民条約上の適用を受ける難民への該当性を的確に解釈することによって，保護を

図っていくことができないかという観点で今後，検討していこうと考えているものでご

ざいますが，やはり吉川委員が今，おっしゃられたように，私ども，なかなか５，００

０分の１１ということで，頭が固いと申しますか，なかなかそこら辺の柔軟な思考とい

うのも自分たちだけでは難しいと考えております。 



  そこで，法律や国際情勢に関する学識経験を有されていて，現在も難民審査参与員と

して各種の事案の審尋を直接担当されている方からの御意見を頂戴する形で御提言を頂

いて，それを法務大臣がその後の難民審査の判断に用いるようにやっていきたいという

ことで，こんな仕組みを構築していく中で，今後，難民の認定についてももう少し柔軟

に対応していけるのではないかということで，ここの案にまとめてございます。 

  また，シリアの紛争難民についてどう考えているのかということでございますが，シ

リアの紛争が激しくなりましてから４年ぐらい，今，経過しているわけでございますが，

実際に日本で申請があったのは６３件ということで非常に少ないわけでございます。こ

のうち，私どもとしては人道的な見地でこれらの方々の在留については認めているとい

うことで，対応をしているところでございます。 

  これまでのそのような取組について，まずどのような事案について考慮してきたのか

ということを公表していくということ，それから今後，日本政府がこれらの紛争難民に

ついてどのような対応をするのかというところは，やはり法務省だけでは少し荷が重い

と申しますか，政府全体の受入れ体制ということの検討をなされていかないと何ともし

ようがないところもございますので，このように現在，できる取組として在留を許可し

ているものについての公表を順次やっていきたいと考えているところでございます。以

上でございます。 

○木村座長 ありがとうございました。 

○多賀谷座長代理 先ほど，藤田難民認定室長がおっしゃったのですけれども，我が国の

難民認定制度というのは法制度自体がかなりきつきつに書いてあって，認められるか認

められないかということ，おのずと厳格に解釈されたわけで，ただし，実際にはその他

の庇護という規定があって，そこで例えば平成２６年は難民認定は１１人だけれども，

６１条２の２の第２項等によって在留特別許可を認められるような形で，実質上，難民

に準ずる形で受け入れていると。その受け入れている数は過去もかなりの人数があると。

かつてミャンマーは多分，こういう形で受け入れているものが多いと思うのですけれど

も，ただ，それがオープンになっていないといいますか，それはもう要するに法務大臣

の在留特別許可という形で出ていて，制度の仕組みになっていないというところがある

わけです。 

  外国の制度を見ると，難民に準ずるものをある程度，制度的な仕組みとして位置付け

ている例があると思います。その点，やはり日本の制度がそれをきちんと位置付けてい

ないというのは，戦略的にまずいのではないかと思うので，今後の課題という形で，現

実的に多分，シリアの方々を受け入れるような場合には，やはりそういう形でしか受け

入れようがないと思うので，それは今後の課題として提案させていただきたいと思いま

す。 

○木村座長 ありがとうございました。ほかにございませんか。ほかのことでもどうぞ。 

○吉村委員 今回は文案にも様々な形で政策懇談会の議論を織り込む努力をしていただい

ているという点で，本当に事務方の方々も，それから報告書をまとめてくださった方々

にも感謝いたします。 

  今，吉川委員がおっしゃった難民認定の問題については，この政策懇談会の場で何度



も出ているように，やはり日本が先進国として難民をどのような形で受け入れるかとい

うことを（内外に）示していくことが大切だと思います。分かりやすい形で言うならば，

先進国として欧米ではどれぐらいの規模の人数を受け入れていて，同様に日本はどれぐ

らいの人数を受け入れていくかということだと思うのです。 

  別に数値目標を立てなくともいいですが，今までは日本は難民認定の基準が非常に厳

しいから他国で難民として認定されるような人たちがなかなか来てくれなかったという

ことはあるわけですから，そこは大きく転換していくのだということを積極的に公表し

ていく。そして実際に（具体的な案がこれから打ち出されていくでしょうけれども），

どのような事例だったら日本で難民として受け入れられるのか。本当にいかにも難民で

あり，こうした事例ならば日本は受け入れるのだという形で，もう具体的に示していく

しかないと思うのです。 

  ですから，数値目標を出す形でなくとも，欧米など先進国においてはこういう基準で

受け入れているといったことを具体的に参考にする。従来であったら，もしかしたら日

本は非常に認定基準が厳しく，例えば（難民認定審査のための）証拠がないとか紛争か

ら追われて来ていることから身分証がないとか，そういった書類の点でも十分に審査が

できてこなかったということなど，そうしたことをきちんとした形で審査・認定してい

けるように，ＵＮＨＣＲなどの専門の方たちの助けも得ながら，欧米と同じような基準

ややり方で，例えばＥＵと同じようなレベルでできるというようにきちんと整えていく。

そして具体的に日本もこうした事例を受け入れるという具体的な形で示していく。 

  そして，やはり政府がそうした難民の問題については積極的に国際社会の一員として，

先進国の責任として受け入れていくのだということを，具体的な事例を挙げながら示し

ていく。例えば，別にシリア難民の問題に限らず，アジアの方で何か難民の問題が起こ

ったときには，それは日本も受け入れるのだ，その準備はあるのだというような形で触

れていくというようなことも政策として必要ではないかと思います。それが一つです。 

  もう一つは，細かいことで申し訳ないのですけれども，出入国管理及び難民認定法の

一部を改正する法律案についてというチャートのところに，介護に従事する外国人の受

入れという箇所に，（日本再興戦略の方にどのような形で出てきて，介護というふうに

なっているのかどうか分かりませんが）「担い手を生み出す～女性の活躍促進と働き方

改革，外国人が日本で活躍できる社会へ」となっています。元の文言はどうなっている

か分かりませんが，こういうような形で女性の活躍と関連して，介護の分野で外国人留

学生も資格を取ったら働けますというふうになると，やはり介護イコール女性という図

式を政府の文書が指し示しているということになります。 

  実際には日本社会では介護にしても育児にしても家事にしても主に女性が担っている

のが現実ですし，そうした政策を打ち出すということは，結局は女性の現状にも関わっ

てくるというようなことは構造的にありますが，やはりこうした形での文言を出して，

チャートの中で，だから女性を助けるために介護の方にも外国人を入れるのですという

ような形になるのは，性別役割分担を前提として，介護イコール女性として政府の文書

が示してしまう形になりかねないので，少し文言としてはまずいかなと思いますので，

そういう形でないようなチャートの出し方・表現をしていただければ，と思います。 



○木村座長 ありがとうございました。ほかにございませんか。 

○野口委員 今，吉川委員，吉村委員，多賀谷座長代理から難民の認定の見直しの議論に

ついて厳しい，又，示唆的なお言葉をいただきました。難民認定見直しの部会に入れて

いただいていたので少しお話をさせていただく必要があるかなと思っています。吉川委

員や多賀谷座長代理に御指摘いただいたところですけれども，今回の報告書の一つの大

きなポイントは，保護対象というものをストレートに考えるという原点から議論が始ま

っておりまして，新しい迫害の捉え方であるとか，いわゆる人道的配慮といわれる枠の

問題を制度の中でどう組み込んでいけるのか，いけないのかということについても真剣

に議論をして参りました。そして，そこについて枠組みを創設するということを明確に

打ち出しているというところが非常に大きな成果であったのではないかと思います。 

  また，吉村委員にいただいた御指摘ですけれども，正にそこも議論になっていて，Ｕ

ＮＨＣＲなどの関係機関の協力を得ながら，可能な基準化というのですか，規範的要素

をくみ出しての基準化というのもどこまで可能なのか，これまではなかなか踏み込めな

かった部分についても踏み込んで考えていくべきだということをまず初めの一歩として

明確に示したというところが，非常に大きかったのかなと思っています。今後の運用の

中で，また，この難民認定の手続の問題は，良いところを伸ばしながら，悪いところは

きちんと正して，きちんとしたものにしていかないと，国際社会からも，またオールジ

ャパンからの批判にも，耐えていけないということになると思いますので，緊急の課題

として取り組んでいく必要があるのであろうと思っております。 

  あとは今回の報告書を頂いて，基本計画を頂いての法的な執行という側面から感想め

いたことを二つほど，お話をさせていただければと思います。後ろ向きな話からになり

ますが，厳しく運用していかなければならないという点からは，例えば罰則であったり

取締りの強化であったりといった仕組みを構築していく必要があると思います。 

  残念ながらまだ実質審議にもなっていないという話ですが，今後，罰則を入れ込んで

というようなところも考えておられる新しい仕組みの中では，ますます関係行政機関，

特に警察行政との連携というのが重要になってくるのだろうと思われます。取締り，執

行というところまでしっかりやらないと，制度というのは動いていかないので，そこが

とても難しい実情にあるということになると，せっかく入れていただいた厳しい取締り

の仕組みというのが動かなくなるので，今後の運用の中で，ますます入管当局と関係行

政機関の連携を強めていただきたいという点が１点です。 

  もう一点は在留特別許可の話とか難民認定の話とかガイドラインの話も計画の中に出

てきて，やはりそこをきちんと見つめ直していくというところを計画に入れていただい

ているわけですけれども，全体として見ますと，結局，最終的には難民認定の問題も在

留特別許可の問題も，あと退去強制令書の執行の手続も，今の日本の司法制度の中で，

裁判所の判決というところで決着がつくという仕組みがあるわけです。下級審の裁判例

などを見ていると，本来，非常に高度な裁量判断で在るべき入管行政に関わる様々な，

例えば難民認定であるとか在留特別許可の許可処分をどうするといったような話が，裁

判の事例の中で問われて，裁判官が判決を書くという仕組みにあるというところを見据

える必要があると思います。つまり，裁判になるということを踏まえた制度の見直しと



いうのが必要ではないのか，という点です。 

  具体的に言いますと，例えば在留特別許可のガイドラインの話ですが，最近の下級審

の判例の中には，どうもガイドラインというのが入管当局の考え方とは違う，より強固

な判断基準的なものとして主張され，また，位置付けられることもあるのかというよう

な不安を感じる事例もあるところです。先ほど，吉村委員が具体例を示す良さというの

をお話しいただいていて，それは確かにそうなのですけれども，このガイドラインとい

うのが裁判上どのように位置付けられるべきものなのかということをきちんと示してい

く必要があるのかなと思っております。 

○木村座長 ありがとうございました。ほかにございませんか。 

○新谷委員 ありがとうございます。本日示していただいた第５次出入国管理基本計画は，

正しく本懇談会で取りまとめた報告書をベースに書いていただいていると思います。今

回の基本計画の基本的なスタンス，立ち位置としては，専門的・技術的分野の外国人に

ついて積極的に受入れをする。そのことが我が国の経済社会にとって非常に寄与度が高

まるというものであると思います。 
そういったスタンスから言いますと，２６ページ以降にも書かれている，留学生，高

度人材の卵の留学生の受入れを，教育機関と政府，これは法務省だけではなくて文部科

学省との連携などを通じて行うことが大事な視点であると思いますので，そういった政

府の中での行政機関同士の連携も密にしていただきたいということをお願いしたいと思

います。それとこの論議をした際に，真に高度人材に足り得る留学生ということも大分，

論議をしたと思います。対象とするのが専修学校で学ぶ留学生とするのかや，国家資格

をどうするかとかいうのも論議をしたと思いますが，真に高度人材に足り得る方を積極

的に受入れをするという政策を堅持を頂きたいとお願いをしておきます。 

  もう一つは，技能実習制度についてです。基本計画の２９ページ以降に記載がありま

すが，この点については大分，本懇談会で論議をさせていただきました。現在，国会へ

提出されている技能実習法案は，制度の適正化と適正化を踏まえた制度の拡充という二

つの領域が含められているわけでして，基本計画の３０ページにも書いてありますが，

元々，制度の本来の目的を踏まえた適正化があって，その後，制度の適正化を踏まえて

制度の拡充に関わる見直しという考え方であるはずです。しかし，３０ページを見ます

と，期間の延長の部分だけが制度の適正化を踏まえたという書きぶりになっています。

職種の拡大や受入れ人数枠の拡大についても，制度の適正化を前提としたものであると

いうことは，ぜひ懇談会での論議を生かしていただければと思っています。技能実習法

案については，先の通常国会では刑訴法の審議が長引いた影響もあり，残念ながら継続

審議扱いになっておりますけれども，技能実習生の失踪者も増えておりますし，一日も

早く制度の適正化のための政策を早く打てるように，法案の早期成立を期待申し上げま

す。 

○木村座長 ありがとうございました。ほかにございませんか。 

○吉村委員 技能実習制度については，「適正化」と「制度の拡充」とこちらの報告書に

書いてあるわけですが，ただ，政策懇談会での議論では，やはりそもそもは制度自体に

無理があるのではないかということは何度も指摘されています。ですから技能実習制度



自体の根本的な見直し，要するにどういった人を，どういった人材を日本は求めていく

のか。また，どういった形で開発途上国の人々とのつながり，例えば働く人，若しくは

技術移転も含めて，そうしたつながりを考えていくのかということは，やはり今後も議

論になるのではないかと思っております。 

  と申しますのは，先ほども話に出ましたけれども，マスメディアでもかなり取り上げ

られているように，技能実習生で５，０００人のレベルでの失踪のケースがあるという

のは，やはり制度として無理があるから，そうしたことが起こっているというのは明ら

かなわけです。ですから，国際的に国連の方でも人権問題として指摘された，若しくは

日弁連の方からも制度自体を即刻廃止すべきだという声明が出たというような様々な形

での批判や指摘というものが一体どういうものなのかというのをきちんと考えていくこ

とは，やはり日本の今後若しくは開発途上国との関係を考える上で非常に必要な点では

ないかと思います。 

  特に私はアジア研究を自分の研究分野としておりますので，やはりこうした形で日本

がこのようにある意味，都合よく制度を作り，都合よく開発途上国の人々を使っている

というような形で国際的に批判されるとしたら，日本と開発途上国との関係，特にアジ

アの近隣諸国との関係というのが非常に様々なゆがみを持って，今後も続いていくとい

うことがおそれとしてあるわけなので，ぜひそうしたことは制度自体の構造をどういう

ふうに考えるかというここでの指摘，政策懇談会で何人かの委員からも指摘があったこ

とについては，やはり今後も課題としてあるのではないかと考えております。 

  そしてもう一つ，また別の箇所なのですけれども，第５次出入国管理基本計画の２５

ページに「緊急に対応が必要な分野等における外国人の受入れ」という項目で，２０２

０年の東京オリンピック・パラリンピックなど，建設需要に適確に対応するための緊急，

かつ時限的措置として建設分野，若しくはそれとまた相互的な流動が多い造船分野につ

いても外国人を受け入れるというふうになっておりますが，一番最初にオリンピックだ，

建設需要だという話が出たときには研修実習生，要するに技能実習制度の拡充というの

も話題に出ていたかと思いますが，この方たちは具体的にはどういった身分でどれぐら

いの人数でどういうような，例えば何年にどれぐらいといった形で入るという具体的な

話はもう既に出ているのでしょうか。少しお聞きできればと思います。 

○木村座長 後の点，よろしくお願いします。どなたがお答えいただけますか。 

○根岸企画室長 では，初めに事務局の方から，一番最後の分かりやすいところからお答

えします。 

  政府として検討しましたのは，まず最初に建設分野の話です。これは復興需要という

のがあって，そこに重なってオリンピック・パラリンピックに対する建設需要というの

もあるということで，相当な人手不足感があって逼迫しているという中で，どう人材を

確保しようかという中で，外国人材も求めましょうということになったわけです。 

  したがって技能実習制度をどうしようということではなくて，どうやって人材を確保

しようかという中で外国人が必要だと。そのときに，本来でしたら専門的・技術的分野

というふうには言えませんので，現行政策では入れない分野なのですけれども，どうし

ても必要だ，特別な形で入れましょうというときに，やはり一定のレベルのある人でな



いと，とにかく人手があればよいというわけでもないということで，一定の技術力が既

にある人でないといけないということと，作業現場の特性上，危険も伴います。したが

って，余計にある程度，慣れている人でないと危なくてしようがないということになり

ます。 

  そういう意味で即戦力でなければいけないという考え方になりました。即戦力となる

外国人というのはいますかという中で，技能実習を修了した人というのが対象になった

わけでございます。したがって，これは今回，やろうとしている見直しとは別の話です

けれども，現行の技能実習の１号と２号が終わった人です。ですから通常ですと３年終

わった方々について，その後，引き続き２年とか，あるいは１年ぐらい帰っていた人だ

と，もう一回来て３年とかいうのが認められる形になっています。 

  という形で，最初はそういう建設需要との関係で建設が決まって，その後，造船の方

は復興需要とかいうわけではないのですけれども，造船と建設の分野というのは，人材

の流動性が非常に高い分野だそうでして，そういう形で建設の方でどんどん人手を確保

してしまうと，造船の方がますます人手不足になってしまうという中で，そういう意味

では緊急性がこちらもあるということで，制度の作る順番としては後からできて，結局，

始まったのは今年の４月からということで一緒になっています。 

  現状で今までのところで許可などをした事例でいいますと，建設の方が多分１００件

弱ぐらい，造船の方が８００件ぐらいが既に建設就労者あるいは造船就労者ということ

で認められているというような状況になっております。 

○吉村委員 １００件弱と８００件弱というのは，それは人数ですか。 

○根岸企画室長 そうです，人数です。 

○木村座長 ほかによろしゅうございますか。 

○多賀谷座長代理 今の野口委員と吉村委員のお二人の話を聞いていて，一言二言付け加

えたいのですが，一つは野口委員がおっしゃった話で裁判の話。私もこの間，本を書く

ときにたくさん判例を見ましたけれども，それで裁判官は大変だなと思いまして，要す

るに全て細かい事実認定を膨大にされると。多分，想定すると，今後，弁護士はますま

すたくさんの難民とか，ほかの事例についての訴訟を提起し，それを全部，いちいち裁

判官がやっていたら，恐らく裁判官はパンクしてしまうと。もっとほかの，こういう作

業ではなくて，もっと効率的にした方がよい。 

  その意味において，やはり今後，もし制度を長期的に作り直していくとなると，やは

り何らかの形で裁判と難民なり，あるいはほかの分野でも，資格取消あるいは退去強制

の間のフィルター的な仕組みを作ることは不可避だろうと。要するにあそこまで全部，

裁判所がやるのではなくて，ある程度，入管当局が退去強制令書を発付した後，異議申

立てや何か，アメリカ的な仕組みはありますけれども，もう少しやはり実質的に間に入

って不服審査的な仕組み，不服審査そのものに乗せろというわけではないのですけれど

も，仕組みでもって，そこでやはりガイドラインの運用をすると。その上で裁判所がそ

れを受けた感じで審査するという。そういう仕組みにいかざるを得ないのではないかと

いう気が正直言っていたします。 

  それから吉村委員がおっしゃったことはいちいち頭が痛い話で，私自体，もう大分前



なのですが，昨年の１２月か１月ぐらいにこの検討を仕切らせていただきまして，大変

な思いをいたしました。そしてその提言にも制度の逸脱的な利用に対して，適正に対処

するという方向と，それから他方において制度を拡充すると。両方，外見的には両立し

ないような形での提言を作りまして，それは法案として出てきて，できるのかなと思っ

たら，結局，継続審議という。あれだけ苦労したのは何だったのかなと思いますけれど

も，ぜひ実現していただきたいのですが，ただし，やはりそのときに両要素を両立させ

るためには，外国人の労働者の受入れの方針についてより明確にすべきだろうというふ

うに考えまして，この懇談会に提言をしたわけであると。そういう私のほか，何人かの

方々からした提言も，広い意味ではこの計画の作成のときに参考にしていただきまして，

この計画ができただろうと。 

  ただ，この計画を見ますと，結局，その問題についてはやはり未解決の問題として，

今後に委ねられているところであります。ただ，その話，先ほど，新谷委員ともさんざ

んやったのですけれども，これは要するに高度技能外国人以外の外国人をどの程度入れ

るかというのは，結局，それは神々の対立という形になって，決着がつかない話であり

ます。しかしながら，その意味において，そしてこの懇談会の報告書ができた後，ＩＳ

の問題とかシリア難民の問題というのが出てきたように，この問題はそれほど解決が容

易な問題ではなくて，ほかの国でも解決ができているようではない問題だと思います。 

  ただ恐らく，そうはいっても，この計画もありましたように，我が国の生産年齢の人

口の減少の中で，ほかの手段，女性とか若年，高齢者等の日本人の潜在的な労働力の活

用をとるとともに，やはり外国人もある程度，受け入れざるを得ないだろうということ

は，新谷委員もそこまでは否定していないだろうとは思うのですけれども，その場合に

やはり何らかの意味での計画的な仕組みを作っていかなければいけない。 

  それは今後の入管当局の方々にお任せしますが，やはり何らかの実態的な基準を作っ

て，こういう外国人なら入れてもいいというのではなくて，要するに今の入管の仕組み

としては入口はこう，出口はこうという感じで，入口と出口のところで基準を作るので

すが，やはりもう少し計画的に，そして今回も取消しの仕組みを作りましたけれども，

前から考えると，入管の場合に入口と出口だけの方になっているわけですけれども，そ

れをもう少し，間のところの，実際に運用のところ，例えば先ほど吉村委員がおっしゃ

ったように，５，０００人も技能実習が逃げているということは，技能実習制度の入る

ところはそのままで，入るところはある程度，広げたり狭めたりして，その人たちが中

にいて，どのように技能実習生として活動しているかということについて，十分な仕組

みができていないといいますか，今回の改正法案ではそのところを作ったつもりなので

すけれども，まだできていないということで，今後の検討課題と考えております。 

○木村座長 ありがとうございました。よろしゅうございますか。岩村さん，何か。 

○岩村経団連経済政策本部長 ただいま，御発言がございましたが，第５次出入国管理計

画の２ポツの少子高齢化の進展を踏まえた外国人の受入れについて，経済界としても非

常に大きなテーマだと思っていますし，これから検討していかなければならないと思っ

ています。正に検討課題と整理されていますが，この辺りの時間軸というのは次回の管

理計画，この辺りを視野に考えられているのか，もっと更に長く考えられているのか。



時間軸をどのようにお考えになって，ここにこう記載されたのかということを教えてい

ただければと思います。 

○木村座長 どなたがお答えになりますか。 

○根岸企画室長 この計画は最初に申し上げましたが，今までと同じように，一応，今後

５年間を想定して作っています。その間でこういった検討をしていきたいという趣旨で

ございます。 

  ただ，いわゆるアクションプログラムのようにいつまでに結論を得るとか，いつまで

に実施するというような書き方はそれぞれの項目，できそうな項目も含めて，そういう

いつまでというような書き方はしていないのですけれども，基本的には５年を想定して

いるものです。 

  ただ，この検討について政府全体でやる必要があるということを再三にわたって，こ

この会議でも議論がなされましたけれども，そういう中ですので完全にコントロールで

きるものでもないですし，ただ，一方で法務省がこう言っているというだけではなくて，

日本全体の方針として閣議決定している日本再興戦略の中でも，これはやはり政府横断

的に検討を進めるというふうになっています。そちらも広げる，広げないというような

どちらの結論というようなことまで書いていませんけれども，でもしっかり検討する。

そのための調査検討を進めるということが日本再興戦略の中でも書かれております。 

  それと基本的には考え方を同じにして，これは書いておりますので，そういう中で政

府全体で進めていくということになろうかと思います。ですから，いつまでということ

ではないけれども，１年単位の閣議決定である日本再興戦略にもきちんと検討するとい

うことが書いてあるわけですので，きちんと検討は始めましょうと。そのために必要な

ものはそろえましょうと。 

  多賀谷座長代理のお話にありましたとおり，本当に議論すれば，それは神々の論争か

もしれません。ただ，そういうところで大きな国民的議論とか政治的な決断とかに必要

なものはきちんとそろえましょうというようなことの趣旨で書いているということでご

ざいます。はっきりしたお答えにならなくて恐縮です。 

○岩村経団連経済政策本部長 ありがとうございました。 

○木村座長 よろしゅうございましょうか。 

○水野委員 １点だけでございます。３２ページに外国人との共生社会の実現に向けた取

組というところがございますけれども，外国人の子供の教育の問題について，私の専門

に関係しますので一言だけ申し上げておきたいと思います。 

  御記憶に新しいところかと思いますけれども，川崎事件といわれる非常に痛ましい事

件がございました。あの事件の背景には，日本で生活する外国人の親を持つ子供たちの

問題があって，その深刻さが象徴的に現れていた事件のように思います。 

  ４７ページの「人身取引被害者等への配慮」のところの最後の２行目から「配偶者か

らの暴力も重大な人権侵害である」と書いてあるのですけれども，国際結婚で，日本人

の配偶者資格という形で日本に入ってきている人たちの間から生まれた子供たちが，必

要な保護を与えられていません。外国人配偶者を持つ男性たちは，構造的にある程度貧

しくて，また，様々な社会的なストレスを抱えている階層であることが多く，ＤＶ被害



も少なくありません。ＤＶ曝露は子どもに深刻な悪影響を与える児童虐待です。そうい

う意味でもハイリスクな家庭が多いと思います。 

  児童虐待につきましては，そもそも日本は，諸外国と比べますと法的にも行政的にも

非常に対応が遅れています。昔は大家族や，地域社会が救済の手をさし出すという安全

弁があったのですが，そのような安全弁が急速に失われてしまいました。その代わりに

なるアウトリーチの社会福祉がまだ未整備で，圧倒的に足りません。そういう中で，と

りわけ外国人の子供たちが極めてハイリスクな状況にあります。日本人の子供たちです

と，僅かな安全弁の残りとか，あるいは学校教育の中での救済とか，つまりまともな大

人と接触して，まともな大人が助けてくれる機会が僅かとはいえあるのですが，外国人

の子どもたちは，そういう機会もさらに極めて薄い状況の中にいます。児童虐待を受け

て育ちますと脳が変形してしまって人間らしい共感を感じる部分が成長せず，大人にな

る前に救済しないと非常に大きな問題を抱えた大人になってしまうということが最近の

研究でいろいろ分かってきております。 

  外国人の子供たちの教育というのは本当に待ったなしの状況だと思います。それがあ

まり重視されずに書かれているように思えます。特に配偶者の暴力等の問題と分かれて

書かれていることに，そういう危機感が少し薄いような気がしております。これは移民

の受け入れの是非というような今後の政策論というよりも，すでに今，本当に現実化し

ている問題で，かつ非常に深刻な問題です。もう少し危機感を持って対策を書き込むこ

とを考えていただければ有り難く存じます。 

○木村座長 ありがとうございました。 

○ロバーツ委員 一言だけなのですけれども，やはり吉村委員と吉川委員がおっしゃった

ように，何とかシリアの方々に手を差し伸べて救ってほしいです。日本は先進国のメン

バーですし，それ以上は，ほかの先進国ほとんどがいろいろなすごい対策を緊急的に作

ろうとしている中で，私たちは，日本はどのくらい待つのでしょうかとしか考えられな

いです。５年経ってから作りますか。 

  何とかこういう緊急のこと，水野委員の今のお話なのですけれども，緊急のことに緊

急の対応をすべきだと思うのです。それだけお願いしたいです。 

○木村座長 分かりました。ありがとうございました。なかなか難しい問題で，我々がこ

こだけで議論しても恐らくどうにもならない，かなり政治の問題としても扱っていかな

ければいけない問題だと思います。 

  ありがとうございました。 

  それでは，時間も参りましたので，最後に井上局長から一言，よろしくお願いいたし

ます。 

○井上局長 それでは，第６次出入国管理政策懇談会の閉会を迎えるに当たりまして，一

言，御挨拶を申し上げます。 

  まず最初に，昨年末に御提言を頂いてから国会情勢等，いろいろ翻弄されまして，取

りまとめに時間が掛かりましたけれども，この度，ようやく基本計画の策定に至りまし

たので，まずその点，御礼を申し上げたいと思います。 

  木村座長を始め，各委員の皆様方には，これは平成２５年３月に本懇談会が発足して



以来，本日まで１８回にわたりまして，大変お忙しい中，御出席賜り，幅広い観点から

熱心に御議論いただいたことについて心より感謝申し上げます。 

  振り返りますと，まずこの懇談会では，訪日外国人が急増する中での出入国管理の在

り方，外国人労働者の受入れの在り方，共生社会の実現，技能実習制度の見直し，難民

認定制度の見直しなど，様々な入管行政全般にわたります御議論を頂きまして，報告書

を取りまとめいただいたところでございます。 

  その最終報告書のほかにも，発足後，間もない時期には，まず訪日外国人２，５００

万人時代の入管政策の在り方に関する検討結果を取りまとめいただきました。また，外

国人受入れ制度分科会では高度人材ポイント制，さらに技能実習制度の見直しの方向性

について集中的に御議論いただいて，報告書を取りまとめいただきました。そしてさら

に難民認定制度に関する専門部会では，１年余にわたる議論の結果を報告書に取りまと

めいただいたところでございます。 

  これら全ての報告書，そして毎回の会合における御意見の全てが，我々入管行政に従

事する者には非常に示唆に富むものであり，進むべき道を示すものであり，また新しい

視点を与えてくれるものでございまして，既にその中の幾つかのものは法案であります

とか制度運用の改善策として結実しておりますし，その他のものにつきましては，引き

続き，今後，具体化に向けて努力してまいる所存でございます。 

  今回，第５次出入国管理基本計画の策定ができましたことは一つの区切りになります

けれども，入管行政をめぐる状況は目まぐるしく変化しておりまして，本日も幾多の今

後の検討課題の御指摘がございました。今後とも，さらに新しい課題も出てくるものと

思われます。そうした課題に対しまして，迅速，かつ柔軟な対応を行っていくべく，委

員の皆様方から頂いた御意見，御提言を踏まえまして，よりよい入管行政の実現に向け

て積極的に取り組んでまいりたいと考えております。 

  また，本日，法改正につきまして早期実現をということで叱咤，お言葉も頂きました

けれども，国会という相手があるものでなかなか思うようにいかないのは我々としても

歯がゆいものでございますが，ぜひなるべく早期の成立に向けて頑張ってまいりますの

で，もうしばらくお待ちいただきたいと存じます。 

  第６次の懇談会は本日で最後となりますけれども，委員の皆様方には今後とも，入管

行政の様々な課題につきまして，様々なお立場から御指導，御助言を賜りたいと考えて

おりますので，どうぞよろしくお願い申し上げます。本当にありがとうございました。 

 

５ 閉会 

○木村座長 どうもありがとうございました。 

  それでは，以上で本日の会議を終了したいと存じます。 

  先ほど，新谷委員から留学生の問題についてオールジャパンといいますか，省庁を越

えた議論のようなものが必要ではないかというお話がありました。私，全く法務省とお

付合いがなかったのですが，突然，第５次のときに座長をやってくれと言われて，どう

して私がと思ったのですが，蓋を開けてみると，ああそうかと思ったのは，やはり留学

生の問題がメインだったのです。そういうことで例の就学生のビザをなくして留学生の



ビザに一本化したという仕事をやらせていただいて，正直申し上げて，あの仕事は易し

かったのですが，今度はかなり苦労しました。途中で委員の皆様の御意見が二つに分か

れてしまって，どう調整していいかと困ったのですが，さすがに皆様方，良識をお持ち

の方でありまして，最後には何とか，御不満がおありでしょうけれども，一応，皆様の

御意見を入れた報告書を作ることができたのではないかと思います。 

  先週，私はドイツとオランダに８日ぐらい学校視察に行ってきたのですが，ドイツに

おりましたときには会う人，会う人に今度の例の難民といいますか，問題を聞いたので

すが，彼らはびくともしていないのです。メルケルさんのいろいろなテレビのインタビ

ューなんかを見ていても，日本でやらないようなインタビュー，ドイツ語は私は多少し

か分かりませんけれども，非常に確固たる自信を持ってやっているような気がしてしよ

うがなかったのです。 

  たまたまおりましたときに，私が今やっている仕事は全然，専門と関係ないのですが，

専門の友人に電話をしたところ，少し驚いたニュースが入ってきまして，ドイツは随分

前にトルコの方を随分受け入れたと。５年ぐらい前に非常に有力な大学の私の専門の教

授にトルコ人の２世といいますか，その次の世代の人が若くてなったのですが，これで

も驚いたのですけれども，もう一つ，昔のテーハーのプロフェッサー，私の友人がリタ

イアした後，またトルコの人がなったということで，非常にそういう，メルケルさんが

ああいう主張をするのが分かるような体制，いわゆる私に言わせると非常にロバストな

社会ができ上がりつつあるのではないかと。 

  確かに苦労はあって，難民の問題を正面から受け取るとえらいことになるのですけれ

ども，それでもメルケルさんほかが確固としてああいうことをやろうとするのには，歴

史的なこれまでの経緯があるなということを感じました。ですから，そういう意味でい

うと，日本は若干，フラジャイルな社会になりすぎているのではないかなという気がし

て，決して私は難民が賛成とか何とかということではないのですけれども，やはりその

辺のいわゆる共生社会というのは作っていかないと駄目なのではないかなというのが第

６次の座長をさせていただいた上での感想でございます。 

  少し余計なことを最後に申し上げましたけれども，本当にいろいろありがとうござい

ました。また今後とも，何か御縁がありましたらよろしく。もうないと思いますけれど

も，よろしくお願いいたします。どうもありがとうございました。 

－了－ 

 


